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研究成果の概要（和文）：本研究では、「一国二制度」方式で統治されている香港が、中国の政治・社会の変容
に対してどのような影響を与えているかを分析した。当初、香港のキリスト教団体を中心に、中国大陸および香
港での調査を行い、香港の市民社会が中国の変容に対して果たしている役割について、具体的な事例研究を行う
ことができた。
研究期間中の2014年には、中国政府が提案した民主化案に反対する学生・市民によって、香港で「雨傘運動」と
呼ばれる大規模民主化運動が発生し、この運動をめぐる政治動向の分析に焦点を当て、関係者へのインタビュー
などを行った。研究成果はすでに書籍や論文の形式で多数発表されている。

研究成果の概要（英文）：This study analyzed how Hong Kong, which is ruled under "One country, two 
systems" formula and has special political and social system differs very much from the mainland 
China, influence on China's political and social transformation.
In the first period of this study, I did a research on Hong Kong's Christian society's activities in
 the mainalnd to know what kind of role Hong Kong's civil society plays in China.
During the period of this study, the "Umbrella movement", in which students and citizens occupied 
main streets of Hong Kong to demand for true democracy, happend and I did some research on this 
movement including interview to those who joined this movement.

研究分野： 地域研究、中国政治、香港政治
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

1.研究開始当初の背景 
 本研究は、研究代表者が実施してきた研究
課題「香港の民主化およびその中国政治に対
する影響の研究（2009～11 年度科学研究費
補助金若手研究 B 支給対象）」の研究を継
続・発展させる研究課題である。 
 それまでの研究は、以下の 2 点に回答する
ことを主な目的としてきた。 

a.2007 年、中国政府が香港行政長官（行政
のトップ）・立法会（議会）を普通選挙化す
ることを可とする決定を下したことを受け、
全く新しい展開を見せている香港の民主化
問題について、現状を説明できる理論枠組み
を再構築すること。 
 b.香港の民主化が、急速な経済発展の中で、
断固として社会主義の政治体制を維持して
いる中国本国の政治に対して与える影響力
を検証すること。 
これに関し、研究代表者はこれまでの研究

により、以下のような初歩的な仮説を提起す
るに至った。 
 仮説 a.について：香港返還以前から、香港
の急進的な民主化に反対し、民主化への抵抗
勢力と見られてきた中国中央政府が、2007
年に突如行政長官・立法会の普通選挙化を可
とする決定を行ったことは、中央政府の大き
な政策転換と見られた。しかし、研究代表者
は、中央政府関係者や香港の親政府派の発
言・政策提言を収集・分析し、2017 年に予
定されるこれらの「普通選挙」が、事前の候
補者の選別という中国独特の手続きや、職能
別選挙（職業別の枠に有権者を割り当てる選
挙方式）という、中央政府よりの財界人に有
利なイギリス植民地期以来の選挙方法の応
用により、最終的に親政府派の優位を確保し、
民主派の政権獲得の可能性を事実上排除す
る選挙となる可能性が高いと指摘した。即ち、
当初イギリスがデモクラシーの移植を意図
して開始した香港の民主化は、返還後に中央
政府がその主導権を握ると、デモクラシーの
移植ではなく、政権交代を伴わない普通選挙
という、『中国の特色ある民主』の実践へと、
その意味合いを転換させたのである。つまり、
中国中央政府の西欧型デモクラシーに対す
る反発心は、2007 年前後で変わったわけで
はない。 
 仮説 b.について：かつて多くの研究者が、
香港返還が中国の政治変動の起爆剤となる
可能性を指摘したが、香港の民主化を中央政
府が操作しているとする上記①に関する仮
説は、香港の中国政治への影響力に否定的な
結論を示唆する。 
しかし、香港の「一国二制度」の実施状況

の、政治・経済・社会・文化等の側面からの
分析を通じて、返還後の香港の「中国化」と
言われる現象の進展が、むしろ香港が中国大
陸の変化を促す可能性を広げるとの仮説を
提起している。 
 第一に、研究代表者は中央政府が香港の政
治をマクロ的には支配し、経済面でも影響を

強めて政治的影響力の基礎を強化している
が、香港社会は報道・信教等の自由と、大陸
からの自律性を維持しており、香港市民の自
由を重んじる西洋的価値観は容易には「中国
化」しないことを指摘した。 
 第二に、香港と大陸の間の人の移動、特に
大陸から香港を訪れる人数は近年激増して
おり、結果としてますます多くの大陸人が、
香港の自由社会を体験している。このため、
維権（権利擁護）活動という下からの異議申
し立てが活発化する中国において、香港がそ
の情報拠点となる可能性が浮上した。 
 
2.研究の目的 
上述のように、返還後の香港と中国大陸の

関係の研究を通じ、研究代表者は両地の社会
の融合に伴い、香港が中国に影響を与える可
能性を仮説として指摘した。この仮説を実証
的に検証することが、本研究の目的である。
その具体的な主要テーマは以下の二点であ
る。 
 (1)香港民主化の経過観察：研究期間の 5 年
間（2012-16 年度）は、2017 年に予定される
行政長官普通選挙に向けた、重要な準備段階
となる。未定の具体的選挙方法の決定過程な
ど、民主化の進展の緻密な観察を継続し、香
港の民主化の、「中国の特色ある民主」への
変容という仮説の当否を検証する。 
 (2)香港と大陸の社会的リンケージの実態
の解明：香港社会の様々な組織・個人が、ど
のような形で大陸の社会や社会運動との関
係を持ち、その変容にどのような役割を果た
しているかを、現地での調査によって実証的
に検証する。 
 
3.研究の方法 
(1)文献資料の体系的収集 
 香港の民主化・香港政治に関連する文献資
料は日本国内にほとんど存在しないため、こ
れを丁寧に収集・整理する。研究代表者はす
でに本研究の基礎となっている「若手研究 B」
の研究を通じて、香港の民主化に関連する文
献資料の収集を進めていたが、旧資料の発掘
と同時に、新刊書籍・論文・資料の入手に継
続的な努力が必要である。香港（香港政府基
本法図書館、香港中文大学中国研究服務中心、
香港大学図書館 Hong Kong Collection など）
および中国大陸（中山大学香港マカオ珠江デ
ルタ研究センターなど）を訪問して、文献資
料の収集に努めた。 
(2)選挙観察・街頭政治活動の現地調査 
 漸進的な民主化の過程にある香港では、毎
回の選挙が常に前回と異なる新しい制度に
よって行われている状況である。本研究期間
中には、2017 年 3 月に行政長官選挙、2012
年 9月・2016 年 9月に立法会議員選挙、2015
年 11月に区議会議員選挙が実施されており、
研究代表者はこれらについて現地調査を行
い、2000 年以来継続している選挙活動や世論
動向の観察を継続した。 



 また、毎年恒例の天安門事件追悼活動（6
月 4 日）や、返還記念日（7 月 1 日）の抗議
デモなど、香港内部の政治活動に中国大陸か
らの参加者が増加していると言われており、
その実態を調査するため、抗議活動のスロー
ガンや、デモ参加者の訴えなどを観察するこ
とが必要となったため、大規模な政治活動の
時期にも現地調査を行った。 
 2014 年の「雨傘運動」の発生時には、研究
代表者は期間中に香港を訪問し、現地での宣
伝物類の収集、インタビューなどを実施した。 
 
(3)香港社会の中国大陸に対する影響の実態
調査 
 香港社会と中国社会のリンケージを解明
するために、両者の接点となり、かつ中国の
変容に関心を持つ香港の団体や個人と接触
し、実態調査を行った。 
本研究期間中は、特に、香港の NGO・NPO

の大陸での慈善活動に注目した。中国大陸で
近年急速に発展する NGO・NPO は、慈善事業
の長い歴史・資金・ノウハウの蓄積を持つ香
港の影響や支援を大いに受けているとされ
る。香港のこれらの組織に接触し、香港から
の中国大陸への支援活動の現状と、それに対
する障害の有無などを調査する目的で、香港
のキリスト教系団体の中国大陸での活動に
同行し、調査を行った。 
 

4.研究成果 
 本研究を踏まえ、上述の 1.で研究代表者が
研究開始当初に提起した仮説に対しては、以
下のような評価を下すことができると考え
ている。 
 仮説 a.について：中央政府は 2014 年 8 月
31 日、2017 年実施が計画されていた行政長
官（政府の長）の普通選挙について、中央政
府が望まない候補（民主派など）を事前に選
挙から排除するシステムの導入を決定した。
デモクラシーの中国式の民主への変容は完
全に現実のものとなった。しかし、香港社会
では強い反発から大規模な抗議活動「雨傘運
動」が発生し、民主化は膠着状態に陥った。
中国共産党の一元的な統治と、多元的な香港
の市民社会は、一見して隔絶した力量の差が
あるように見えるが、香港社会には相当程度
の抵抗力が備わっており、中国政府にも影響
力拡大の限界がある。 
中国中央政府が香港の民主化問題に関連

する最終決定権を全面的に掌握している現
状において、中国が制度的に西洋型のデモク
ラシーを拒絶する体制ができていることが
証明されたと同時に、他方で香港の市民社会
の抵抗力が強く、中国政府の政策執行を阻止
する実力を備えていることも明らかになっ
た。 
 仮説 b.について：本仮説を立てるに到った
時期（2010 年頃まで）においては、香港の民
主化問題に対する中国大陸での世論の関心
も高く、近接する広東省では香港の影響を受

けたと考えられる社会運動（広州市の「広東
語擁護運動」など）の発生が目撃された。し
かし、その後事態は新たな方向へと発展して
いった。 
 ・中国経済の成長の恩恵を受けた香港経済
は順調に発展していたが、不動産価格の急騰
や観光客の急増などの新たな問題が生じる
につれて、香港市民の中国大陸に対する感情
が悪化した。この現象や、香港内部の世代交
代に伴い、大陸との感情的なつながりが希薄
化し、特に若者の間では、中国の民主・人権
に対する関心が減退し、中国の民主化を支援
する運動が停滞した。 
 ・香港の報道の自由は、脅威の中でも一定
の水準を維持しているが、中国大陸では
facebook の禁止などの情報統制の強化によ
って、「雨傘運動」の影響を遮断した。それ
に加え、香港の対中感情の悪化が跳ね返る形
で、大陸住民の香港に対する感情の悪化を惹
起した。中国自身の発展にも伴い、中国が香
港から学ぶという意識が後退した。 
 ・代わって、香港では民主化運動の挫折に
伴い、中国からの離脱を志向する政治運動が
活発化し、民族問題や独立問題が論じられる
状況が生じている。この問題は、中国の国家
の統一や安全に対する新たな脅威ともなり
うる深刻さをはらんでいる。 
 こうした動向は、研究開始当初にはほぼ想
定されていなかったものであるが、「雨傘運
動」を中心とした街頭政治活動の詳細な現地
調査と、報道・文書資料の分析により、新た
な動向を的確に理解することができた。 
 こうした研究成果は、下記の多数の論文・
書籍・学会発表等においてすでに報告されて
いる。 
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